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１．はじめに 

現在、岡山県における屋根工事業界は職人が減少している。

また、お寺・神社の屋根工事は一般住宅の屋根工事とは違い、

多くの専門的な技術を必要とするため屋根の修理や復元をで

きる職人が少なく、県外の業者に施工を依頼するケースが多

い。そのため、県内業者の施工割合が小さくなり、岡山県内

の屋根工事業者が衰退していることが問題視されている。 

そこで本論文では、岡山県のお寺・神社の屋根工事の現状

を調査し、問題点を解決するとともに永続的に利益を上げる

ことのできるシステムを検討し、県内業者だけで現場を回る

ことのできる経営戦略を提案した。本研究は、岡山県におけ

るお寺・神社の屋根工事の現状を分析し、明らかとなった課

題に対して戦略を立てる。その経営戦略をステークホルダー

に評価してもらい、評価を基に経営戦略を再構築した。 

 

２．岡山県の屋根工事の衰退 

 岡山県の屋根工事業の現状では、お寺・神社の屋根工事

を施工できる職人が大幅に減っている。20年前までは 30組

ほどいたお寺・神社の屋根を担当する組が今では４組になっ

ている。現在の岡山県で施工できる業者は表 1の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、この４組の中でも施工準備から施工完成までを指示

できる親方が 20年前では 100人近くいたが、今では 5人だけ

になっており、さらに全員 50歳を超えているため職人の高齢

化が問題点となっている。そのため、職人の若返りが必要で

ある。 

岡山県のお寺・神社の屋根工事施工割合は県内業者が 6割、

県外業者が 4割となっており、県外業者が入り込んでいるこ

とが問題点である。特に問題となっているのは、新築や本堂

のふき替えで、入札などが入り施工期間が半年などかかる大

規模な工事は県内業者が 2割、県外業者が 8割となっている

ことである。また、お寺などの門や神社の講堂などの１～６

か月程度の小規模の工事は、県内業者 8割、県外業者 2割と

なっており、今後も県外業者の割合が高くなる可能性がある

とされている。 

 岡山県における屋根工事のあるべき姿として、岡山県内の

お寺・神社の屋根工事を全て県内業者で行うことである。そ

のために、下記の①～③の 3つを実現し、4組で施工割合を

占めて永続的に経営できるシステムを構築する必要がある。 

①県内業者の４組で効率よく現場を回るシステムを作る 

②県外業者からの参入を防ぐ参入障壁を作る 

③永続的に利益をあげる仕組みを作る 

 

３．岡山県の屋根工事の特徴 

3.1 岡山県のお寺・神社の屋根の特徴 

お寺・神社の屋根は一般の一軒家にはない特有のふき方が存

在する。岡山県のお寺・神社の屋根瓦を、図 1の戸嶋神社を

例として簡単に説明する。お寺・神社の屋根の特有なふき方

は様々あるが、今回は外から見てもわかりやすい①～④を例

としてあげた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 岡山県 戸嶋神社 



図２ 修理依頼の顧客から屋根業者までの流れ 

①唐破風：神社などの屋根にある装飾品。ふき方に高度な技 

術を必要とし一般の職人が施工するときれいな流線形に 

ならない 

②巴蓋：巴と呼ばれる装飾品の先端部分。神社の地蔵菩薩に 

よって種類が変わり、入り口の向きによって向きも変わ 

る 

③ミノ甲：妻側部分の野地がゆるく曲線を描いて、矢切の方 

へ下っている状態、もしくは部分のこと。一般の職人だ 

と水平にならない 

④ましのし：鬼瓦と手前ののし瓦の高さを合わせるのもの。 

一般の職人だとなめらかにならず、ガタガタになってし 

まう 

①～④は神社特有のふき方であり、同様にお寺にも特有のふ

き方がある。また、地蔵菩薩などによって巴蓋の種類や向き

が変わるなど地域や建物内にある地蔵菩薩によって瓦のふき

方に決まりがあり、屋根のふき方は数百通りある。 

 

3.2 顧客の特徴 

 お寺・神社が屋根修理の依頼をする流れは次の通りである。 

⑴お寺・神社の雨漏りなどが発生して、修理を決断する 

⑵神主が檀家などに相談し、檀家や近所の神主を召集して会

議を行う 

⑶この会議にいる人の知り合いなどに修理依頼を行う 

⑷県の文化財指定などを受けている場合は市や県の許可をと

る 

⑸神主が業者に依頼して、修理を開始する 

お寺・神社は神主と檀家が会議を行い依頼する業者を決め

るため、顧客が複数人いる。神主はお寺・神社の管理人であ

り屋根については詳しくないが、屋根修理の会議の主催人で

ある。檀家はお寺の屋根の掃除や簡単な修理を行うことがで

きるが、業者がするような修理やふき替えはできない。お寺・

神社の修理依頼は会議メンバーの知り合いの工務店や口コミ

で決定することがほとんどである。檀家とは、寺院の運営を

お布施などで経済的支援を行う檀信徒のことを言う。 

屋根業者が依頼を受けるまでの流れは図 2のようになる。

図 2による現状では、屋根修理の会議から工務店経由で屋根

業者に修理依頼が回ってくる流れである。つまり、工務店が

屋根工事業者に修理依頼をあてがっている。工務店を挟むこ

とで、仲介手数料がかかることや、工務店から県外業者へ仕

事が逃げてしまうことが問題点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

神主や檀家は高齢な方が多いため、ＳＮＳなどではなく口

コミで業者の評判が広がる。そのため、近所の神主に「前回

の業者はよかった」と会議で言ってもらえると修理業者とし

て選ばれる可能性が高くなる。 

 

４．岡山県内の屋根工事業者のための経営戦略 

前述で述べた岡山県の屋根工事の衰退と特徴を基に、戦略

策定の要件と方針を表 2に示す。屋根の多様性に対応しつつ、

職人の減少の課題に対応していく。また、顧客への屋根業者

の認知度をあげ、工務店を挟まず修理依頼を受けるための戦

略である。それぞれの方針について詳しく説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 施工の中長期計画の立案 

 茂野（1991）は、長期計画が技術に作業効率性があること

を指摘した。本研究ではこの考えを取り入れ、施工の中長期

計画を立て、施工の効率化を図る。お寺・神社の屋根修理は

施工のサイクルが長い。そのため施工を効率化するには中長

期計画を作成し担当の現場を決定する必要がある。その際、

表 1の屋根工事業者４組で岡山県内の全ての現場を回ること

を可能とする施工の中長期計画を立てる。現在の岡山県内の

（表２ 戦略策定の要件と方針） 



図３ 若い職人向けの教育システム 

お寺・神社の屋根工事の施工数は大規模な工事が 10件程度、

小規模な工事が 40件程度、修理や修繕は 200件以上となって

いる。この現場を現在の 4組で回るために現場を業者の規模

や工事の規模に応じて表 3のように割り振る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 顧客は屋根業者に詳しくないことが考えられる。そのため、

大規模な施工を小規模な業者に依頼することも考えられる。

このミスマッチを防ぎ施工現場を適切に割り振るために、修

理依頼をまとめる窓口を作る必要がある。また、窓口に集ま

った施工現場を担当する組を決めるマッチングの会議も必要

となる。 

 

4.2 施工記録の管理と説明書の作成 

 現在、屋根工事業界では施工の説明書などがなく、前回の

施工資料は写真しか残っていないことが多い。そのため、前

回どのくらいの材料でどのくらいの施工期間をかけて施工し

たかがわからない状態にある。これでは、新築同様に割付（注

1）に時間がかかり、材料のロスも出てしまう。 

岩崎（1974）は、記録カードを用いて、建造物などの保存

方法を記録に残し、次回似たものを保存する際への効率化を

行った。本研究でもこの考え方を取り入れ、記載事項を簡易

化と明確化した施工記録と施工の説明書を残す。記録を残す

ことで次回の施工の時だけでなく記録を残した現場と似てい

る現場に応用することができ施工の効率化ができる。また、

瓦の寿命は 50年と長いため前回の完成した屋根を覚えてい

ない顧客も多い。そこで、顧客に資料とともに施工箇所や完

成後のイメージを説明することで顧客からの信頼を得ること

ができる。 

 

4.3 教育システムの構築 

 樫村（2016）は OJTが技術を習得する時間を短縮できるこ

とを指摘した。本研究ではこの考え方を取り入れ、岡山県内

の現場を屋根工事業者で永続的に施工していくために OJTを

強化した図 3 に示す若い職人向けの教育システムを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若い職人が、施工準備から完成まで一人でできるようにな

るためには最低でも 10年はいるといわれている。そのため、

若い職人を効果的に育成することが重要となる。教育として

OFF-JTを 1年間行い OJT-①を 7年間、OJT-②を 2年間行う。

屋根工事は理論よりも経験を積むことで上達するため、OJT

の期間を長くし経験を積ませる。図 3のシステムを前提とし

て、職人の若返りを図ることで永続的な施工を実現する。 

 

4.4 無料点検の実施 

現在の屋根工事業界では定期点検などのアフターサービス

は行っているが、無料点検などの事前サービスはあまり行わ

れていない。無料点検を実施し、診断書を作成して、顧客に

説明をすることで顧客の囲い込みを狙う。顧客は屋根点検が

無料のため依頼しやすい。また、屋根工事を専門とする職人

に説明を受けることで安心できる。そうして信頼を得ること

で、屋根修理の時期やふき替え規模、次回の点検の時期など

の屋根関係の仕事を一任してもらうことができる。屋根業者

は、屋根関係の仕事を一任されれば、施工の中長期計画を立

てることができるようになる。さらに、屋根の診断書があれ

ば、顧客の依頼に即座に対応ができる。こうしたことから、

無料点検を行うことで顧客と業者の両者にメリットが生じ、

Win-Winの関係になる。屋根工事業者は、顧客の不安を解消

するために、「消費者保護と特定商取引法(2)」の観点（河

津,2007）で適正な点検、診断、施工を行う必要がある。 

 

4.5 コンサルティングの実施 

表３ 施工現場の割り振り 



 表 4 インタビューの概要 

 本論文で提案する戦略では、無料点検に続いて施工のコン

サルティングを行う。ここで重要となることは、図 4に示す

ように工務店の下請けにならず一次受けになるということで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

その場合、直接顧客と修理計画をたてるようにして、工務店

などの仲介業者を挟まず、修理依頼が工務店から県外の業者

へ逃げることを防ぐ必要がある。その結果、仲介業者を挟ま

ず、仲介手数料なども要らず、工事費用も抑えることができ

る。しかし、屋根修理を行う際に柱などの基礎を修理しなけ

ればならない場合は大工も必要となる。建設業界は GIVE＆

TAKEが重要な業界であるため、従って屋根業者から工務店へ

仕事を提供していく修理依頼の流れを作る必要がある。 

 

５．評価 

 上述の経営戦略を顧客と屋根工事業者のステークホルダー

に評価してもらった。その際のインタビュー調査の概要を表

4に示す。 

 

 

対象者 役職 日時 場所 

顧客 宮総代 2019年 12月 18日 戸嶋神社 

屋根工事業者 経営者 2020年 1月 7日 玉野市 

 

顧客には無料点検とコンサルティングについて、屋根業者に

は中長期計画、施工記録の管理、教育システム、無料点検に

ついてそれぞれ評価してもらった。 

 

5.1 施工の中長期計画に対する評価 

業者へのインタビュー調査では、施工の中長期計画に対し

て次のような意見を述べた。 

「天候や天災によって大きく変わってきてしまう可能性も高

い。」 

 

5.2 施工記録の管理と説明書に対する評価 

業者へのインタビュー調査では、施工記録の管理と説明書

の作成に対して次のような意見が得られた。 

「施工の説明書を作成することがいいが、説明書通りにしか

できない職人だと、屋根修理などができず瓦にも癖がある

ため雨漏りしてしまう原因を作ってしまうこともある。」 

「説明書だけでなく経験を積み、施工中に起きた問題にも臨

機応変に対応できる技術が必要である。また、写真は施工

記録を残さないといけないことが多いため残すことが多

い。」 

 

5.3 教育システムに対する評価 

 業者へのインタビュー調査では、教育システムに対して

次のような意見があがった。 

「OFF-JTより OJTに力を入れるほうがより早く技術を身につ

けることができるので良いと思う。しかし職人の若返りに

関しては、人材確保の面から対策を打ち出していくことが

必要ではないか。」 

 

5.4 無料点検に対する評価 

顧客へのインタビュー調査では、無料点検に対して次のよ

うな意見を述べた。 

「悪質な訪問販売と混同してしまう可能性がある。現在でも

訪問販売で最初は無料と言われて任せっきりにしていると

後から高額な修理費を請求されたなどの被害にあわれた事

例もあるため、信頼できる業者に依頼したいという意見が

多かった。また、記録とともに説明があるとわかりやすく、

自分でも確認できるため信頼できる。」 

一方、屋根工事業者からは、次のような意見が得られた。 

「無料点検は顧客とのコミュニケーションが活発になるきっ

かけともなり、顧客を囲い込むには良い策である。顧客を

囲い込むことで県外業者の参入障壁にもなるだろう。しか

し、一軒一軒訪問し、点検をすることは時間と人員を使っ

てしまうため難しく、お客様の時間とも合うかわからない。

そのため、お客様からの要望で予定を合わしてから無料点

検に赴くシステムの方がよい。また、不正を働く屋根業者

と区別をつけるために資格を保有し、瓦の現状や問題点に

図４ コンサルティング後の修理依頼の流れ 



ついて明確に説明できる者が訪問するようにすると尚良

い。」 

 

5.5 コンサルティングに対する評価 

 顧客へのインタビュー調査では、コンサルティングに対

して次のような意見を述べた。 

「屋根業者が知り合いであったり、同業者間で評判がよかっ

たりすると依頼しやすい。また、直接屋根業者に依頼がで

きると仲介を挟む手間などが省けてよいという意見があっ

た。また、板金屋根なども普及してきた中で、瓦がどのよ

うな魅力を持っているか、なぜ伝統的に瓦屋根が残ってき

たのかなどのメリットを伝えてほしい。また、屋根につい

ては詳しくないため、信頼ができ屋根を一任できる業者が

欲しい。」 

 

６．考察 

 本戦略に対する屋根工事業者と顧客の評価に基づき、岡山

県の屋根工事の経営戦略について再検討した。 

 施工の中長期計画では天候などを考えながら予備日を取る

ことにした。また、1年ごとに見直し、訂正や再構築を行う

ことにした。 

 施工記録と説明書の作成では、説明書は参考にし、実際の

工事では瓦の大きさや木の反り具合などに臨機応変に対応し

施工する。また、写真だけでなく書面の記録を積極的に残す。  

教育システムの構築で重要なことは、若い職人を確保する

ためにリクルート活動を行うことである。屋根工事業界の中

小企業は現在、企業合同説明会などの就活生に対して PRを行

っていない。そのため、学生が屋根工事の職人を志望して就

職することは少ない。高校生や建築系の学生向けに瓦屋根の

歴史などについての講演をするなど、屋根工事業界と職人の

認知度を上げることが必要である。 

無料点検時に PR活動も行うこととする。神主や檀家は高齢

な方が多く SNSなどは見ないため、地元の祭りに参加するな

どして直接コミュニケーションを取ることで屋根業者を認知

していただく。そして無料点検依頼の連絡をいただき、予定

を合わせて点検に赴く。瓦の優位性や修理しなければいけな

い箇所、しなくてもいい箇所などを正確に伝えることで、顧

客からの信頼を得る。 

 コンサルティングでは、修理計画を立てる際に修理箇所を

説明するだけでなく、ふき替えた時の板金屋根と瓦屋根のメ

リット・デメリットを比較し、瓦の優位性を伝える。 

 

７.結論 

 以上、岡山県の屋根工事業における経営戦略を構築した。

経営戦略は顧客と業者におおむね賛同を得たが、若手の人材

確保に課題があると指摘された。そのため、迅速に行うべき

方針は人材確保と教育システムの構築であることが明らかと

なった。今後は就活生に対する効果的なリクルート活動を考

察する必要がある。 

 

８．おわりに 

 近年板金屋根が普及している裏には、瓦屋根の職人不足と

技術力の低下がある。ハウスメーカーがマニュアル化した屋

根工事には欠陥が多く、風土の変化に対応できず雨漏りをし

てしまうことが多々ある。また修理もできない職人が多くな

っている。日本の風土に適した瓦屋根のお寺・神社を残して

いくためにも若い職人を増やし、資格を保有している職人を

優遇するなどをして技術力を落とさないことが必要である。 

本研究で提案した経営戦略は屋根工事業者が再び発展するた

めの糸口の一つとなると考える。また、本研究が、瓦屋根を

見直すきっかけとなることで日本の瓦屋根という伝統を守る

ことができると考えている。しかし、今回は提案のみとなっ

ているため実際に適用し、結果をみて反省をすることができ

なかった。今後は、経営戦略のＰＤＣＡサイクルを行いより

効果的な経営戦略に変えていきたいと考える。 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

注１ 割付…屋根の端のサイズが合わない部分の瓦間を狭

くすることや、瓦を切るなどして高さや幅を調節することな

どをいう 
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